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平成 15 年 6 月の関宿町との合併に際して策定した新市建設計画は、「新市

建設計画＜本編＞」、「旧野田市総合計画」及び「旧関宿町総合計画」で構成

されており、合併後はこの新市建設計画を新市の総合計画として行政運営を行

ってきた。その後、旧関宿町役場をリニューアルして、支所機能をはじめ図書

館やコミュニティ会館を備えた総合庁舎としてオープンした「いちいのホー

ル」や陸上競技場の整備、合併のシンボルとして市民に好評のコミュニティバ

ス「まめバス」の運行、東武野田線の梅郷、清水公園、七光台駅の東口整備及

び東西自由通路の開通、生活関連道路の整備等々、新市の建設を着実に進め、

旧野田市総合計画の基本計画前期が終了する平成 19 年度に時点修正等の必要

な見直しを行うとともに、新市建設計画＜本編＞、旧野田市総合計画及び旧関

宿町総合計画を１冊にまとめ、野田市総合計画（新市建設計画）として、現在

に至っている。 

このような中で、未曾有の災害となった東日本大震災の発生により、震災後、

合併関連事業を凍結し、復旧・復興を優先している地方自治体を救済する等の

目的で合併特例債の発行期限が延長され、新市建設計画の計画期間を変更する

等所要の手続を行なえば、被災地は合併後20年間、合併特例債の発行が可能と

なった。本市の例で言えば、従来の発行期限は平成25年度とされていたところ

であるが、これが平成35年度までとなる。本市では、冒頭に記述したとおり、

合併後の新市の建設を着実に進めているものの、平成25年度までに完了しない

事業や、未着手となっている事業がある。財政的に有利な合併特例債の発行期

限を延長することは、今後の新市の建設をより確実なものとすることにつなが

ると考える。 

したがって、新市建設計画の計画期間を平成35年度まで延長するとともに、

財政計画を平成35年度まで作成する等の変更手続を行なうこととする。 
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Ⅰ． 序論に関する事項 

１． 合併の必要性 

今回の変更においては記述する内容ではないため、野田市総合計画（新

市建設計画）（以下「現計画」という。）巻末の資料「新市建設計画＜本

編＞」の同項目を参照されたい。 

  

２． 計画策定の方針 

（１）計画の趣旨 

計画の趣旨は「新市建設計画＜本編＞」の内容を継承することとし、

新市の建設を総合的かつ効果的に推進することを目的とし、新市の一体

性の速やかな確立及び住民の福祉の向上を図るとともに、新市の均衡あ

る発展を図るために策定する。 

（２）計画の構成 

本計画は、本書及び現計画の２部構成とし、現計画の「新市建設計画

に関する事項」に記述している内容のみ、本書の内容に変更する。 

（３）計画の期間 

本計画の計画期間は、本市の合併特例債発行可能期限である平成35年

度までとする。 

 

３． 住民の意見 

  新市まちづくり委員会注1）をはじめとして新市建設計画の策定時に伺っ

た「住民の意見」は、旧野田市総合計画策定時に整理した177 の「市民と

委員の意見の方向」にすべて包含できるものとして整理・統合した（現計

画p8～参照）。 

なお、今回の変更は、東日本大震災による被害を受けた合併市町村に係

る地方債の特例に関する法律の趣旨に基づき、計画の内容は変更せず、合

併特例債の発行期限を延長するために計画期間を延長するものであること

から、改めて住民の意見は伺っていない。 

 

 

Ⅱ． 新市建設の基本方針に関する事項 

１． 新市まちづくりの考え方  

新市建設計画策定時のまちづくりの考え方は、両市町の総合計画を継承

したものであり、見直し後の総合計画（現計画）も同様に両市町の総合計

画を継承していることから、現計画の「基本構想」のまちづくりの基本的

な考え方に包含できるものとして、整理・統合した。 

特に、新市建設計画策定時に整理した両市町の総合計画の基本目標は、

現計画の基本目標とした。 

 
――――――――――――――――――― 

注１）新市まちづくり委員会…………旧野田市総合計画、旧関宿町総合計画作成に参加した野

田市まちづくり市民100人委員会と関宿町21世紀まちづ

くり懇談会のメンバーからなる委員会で、新市建設計画

策定時に意見を伺った。 
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２． 土地利用構想 

新市建設計画策定時に新たに位置づけた関宿地域の地域サービス核につ

いては、現計画の基本構想・基本計画における「土地利用構想」に反映し

た。 

 

 

Ⅲ． 各分野における重点事業等に関する事項 

新市建設計画策定時に策定した6 つの基本目標ごとの考え方については、

現計画の「基本構想」の第3 章「施策の大綱」における基本目標ごとの考え

方の中に整理・統合した。 

また、重点事業等については、すでに完了している事業については削除し、

残事業については6 つの基本目標別に現計画の「基本計画」の各施策中に

「主な事業」として追加した。 

 

 

Ⅳ． 県事業の推進に関する事項 

現計画の「基本目標6 都市基盤の整備」の施策「広域幹線道路の整備」に

「主な事業」として追加した。 

 

 

Ⅴ． 公共施設の統合整備に関する事項 

「新市建設計画＜本編＞」記載の公共施設の統合整備については、すべて

完了した。 

 

 

Ⅵ． 財政計画（合併による影響経費）に関する事項 

財政計画（合併による影響経費）は、合併時点からこれまでの実績を反映

するとともに、平成25年度以降を積算した。歳入歳出の合併による影響経費

は次表のとおりである。 



４

Ⅵ　財政計画（合併による影響経費）
歳入 （単位＝億円）

区　　　　　　分
計画期間
合　　　計 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

１　市税
　（制度統一による増減） 7.80 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

２　地方交付税
（特例債元利償還分） 120.01 0 1.12 2.20 2.64 1.48 1.65 4.68 5.19 5.81 6.55 7.11 7.88 8.26 8.64 9.02 9.02 8.44 7.73 7.69 7.44 7.46

３　地方交付税
　(臨時経費充当分） 5.88 0 1.72 1.72 1.72 0.36 0.36 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４　国庫支出金
　（補助金） 4.50 1.63 1.60 1.27 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５　県支出金
　（補助金） 5.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６　市債
　（合併特例債） 231.75 16.10 23.87 7.45 11.88 12.10 14.89 10.04 12.39 15.30 11.46 16.92 7.94 7.94 7.94 7.94 7.94 7.93 7.93 7.93 7.93 7.93

計 374.94 19.03 29.61 13.94 17.54 15.24 17.20 15.12 17.98 21.51 18.41 24.43 16.22 16.60 16.98 17.36 17.36 16.77 16.06 16.02 15.77 15.79

歳出

区　　　　　　分
計画期間
合　　　計 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

１　人件費
　（一般職員の減） -295.63 -4.18 -5.41 -6.56 -7.71 -10.00 -11.64 -13.69 -15.83 -16.97 -16.97 -16.97 -16.97 -16.97 -16.97 -16.97 -16.97 -16.97 -16.97 -16.97 -16.97 -16.97

２　人件費
　（議員等の減） -35.02 -0.12 -0.12 -0.22 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92 -1.92

３　扶助費、物件費等
　（事務事業調整による増） 142.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80 6.80

４　物件費等
　（国庫補助事業分） 4.50 1.63 1.60 1.27 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５　普通建設事業費等
　（県補助事業分） 5.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６　普通建設事業費等
　（合併特例債事業） 243.95 16.92 25.13 7.84 12.50 12.73 15.67 10.57 13.04 16.11 12.06 17.81 8.36 8.36 8.36 8.36 8.36 8.36 8.36 8.35 8.35 8.35

７　公債費
　（合併特例債事業） 177.41 0 1.60 3.15 3.77 4.67 5.76 6.68 7.41 8.30 9.36 10.16 11.25 11.80 12.35 12.89 12.89 12.06 11.04 10.99 10.63 10.65

８　公債費
　（合併特例債置換効果） -88.04 0 -0.64 -1.59 -1.80 -2.33 -2.60 -2.89 -3.13 -3.58 -4.13 -4.68 -5.10 -5.50 -5.90 -6.30 -6.68 -6.46 -5.95 -6.16 -6.19 -6.43

計 154.97 22.05 29.96 11.69 12.64 10.95 12.07 5.55 6.37 8.74 5.20 11.20 2.42 2.57 2.72 2.86 2.48 1.87 1.36 1.09 0.70 0.48

収　　　　　支 219.97 -3.02 -0.35 2.25 4.90 4.29 5.13 9.57 11.61 12.77 13.21 13.23 13.80 14.03 14.26 14.50 14.88 14.90 14.70 14.93 15.07 15.31


